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株式会社ケーズホールディングス

家電リユースの取り組みと現状

（株）ケーズホールディングス
省エネ推進室 高橋
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1（株）ケーズホールディングス

商号 株式会社ケーズホールディングス
本社所在地 茨城県水戸市
創業 昭和２２年
売上高 ５，４９７億 ※平成１９年３月期
店舗数 ２３３店舗（ＦＣ３２店舗） ※平成１９年３月現在
子会社 株式会社デンコードー 株式会社九州ケーズデンキ

株式会社ギガス 株式会社ケーズモバイルシステム
株式会社関西ケーズデンキ 株式会社デジックケーズ
株式会社ビッグ・エス 株式会社マックスブロードバンド
株式会社北越ケーズ ※平成１９年４月現在

◎リユースを実施している店舗
・ケーズホールディングス直営店 ７９店舗
・デンコードー ６２店舗
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2（株）ケーズホールディングス
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3（株）ケーズホールディングス
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4（株）ケーズホールディングス
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5（株）ケーズホールディングス
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6（株）ケーズホールディングス
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7（株）ケーズホールディングス

○２００５年１２月より
リサイクル券のコンピューター管理をスタート

・家電リサイクル券の情報は
全てコンピューターシステムへ登録

・家電リサイクルセンター（ＲＫＣ）のデータとの
突合も可能

○店舗での家電リサイクル業務管理は
社内監査項目として毎月確認

○ＰＯＳデータと連動させ
更なる効率化と精度向上を目指しています

（６月バージョンアップ予定）

※ 家電リサイクルに関しての要望

・環境保全・循環型社会形成の推進に排出家電のトレーサビリティを確保する考えは十分理解できますが、
小売り現場に過大な負担とならないような配慮を希望します。
・排出家電の「見えないフロー」を「見える化」するためには、製品安全の課題やサプライチェーン間のＩＣＴ化
などと併せて、ＩＣタグを実用化し、早期に事務負担の抜本的軽減を実現して頂きたいと思います。


